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環境影響評価手続等の状況 

(1）環境影響評価手続の状況 

環境影響評価の手続の状況は、別添表-1に示すとおりである。 

別添表-1 環境影響評価の手続の状況 

環境影響評価の手続 提出年月日 備考 

環境影響評価書 平成 25年 1月 15日  

工事着手届（着工届） 平成 25年 11月 1日  

事後調査計画書 平成 25年 11月 1日  

変更届 平成 26年 11月 17日 工事工程の変更 

事後調査報告書（工事の施行中その１） 平成 27年 1月 20日 

騒音・振動、自然との触れ合い活
動の場、廃棄物、環境保全のため
の措置（大気汚染、電波障害）、
その他（土壌汚染、史跡・文化財） 

変更届 平成 27年 7月 17日 施工計画の変更 

事後調査報告書（工事の施行中その２） 平成 30年 6月 29日 

大気汚染、騒音・振動、地盤、地

形・地質、水循環、自然との触れ

合い活動の場、廃棄物、環境保全

のための措置（電波障害）、その

他（土壌汚染、史跡・文化財） 

変更届 令和元年 10月 31日 工事工程の変更 

 

 (2）許認可の状況 

本事業に係る許認可の状況は、別添表-2に示すとおりである。 

別添表-2 本事業に係る許認可の状況 

許認可等 根拠法令 期 日 

建築物の確認 建築基準法 第 6条第 1項 または 第 6条の 2 
平成 27年 4月 6日（A棟） 
平成 27年 8月 26日（B棟） 

地区計画 

都市計画法 第 12条の四 (地区計画の都市計画決定) 

都市計画法 第 12条の五第 3項 

(再開発等促進区の都市計画決定) 

都市計画法 第 58条の二第 1項 

(地区計画区域内の行為の届出) 

建築基準法 第 68条の三 

(再開発等促進区域内の容積認定) 

平成 24年 10月 2日 

第一種市街地 

再開発事業 

都市計画法 第 12条第 1項第 4号 

(市街地再開発事業の都市計画決定) 
平成 24年 12月 10日 

都市計画法 第 59条第 4項 (事業認可) 

都市再開発法 第 11条第 1項及び第 5項 

(組合設立認可、事業認可) 

平成 25年 7月 31日 

 

別添-1 別添-1 
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(3）工事及び事後調査の進捗状況 

工事工程及び事後調査の工程は、別添表-3に示すとおりである。 

今回、地盤、地形・地質、水循環、自然との触れ合い活動の場、廃棄物に関する事後

調査を実施し、これら以外の項目と併せて当調査報告にとりまとめた。 

別添-2 
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別添表-3 事後調査のスケジュール 

 
 
 
 
 
 
 
 

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

工事及び調査内容 工事着工からの月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 102 103 104 105 106 107 108 109 110 111 112 113 114 115 116 117 118

建設機械の稼働

工事用車両の走行

環境保全のための措置

関連車両の走行

駐車場の供用

環境保全のための措置

建設機械の稼働

工事用車両の走行

環境保全のための措置

関連車両の走行

工場の稼働

環境保全のための措置

地盤の変形の程度

環境保全のための措置

地盤の変形の程度

環境保全のための措置

土地の安定性の程度

環境保全のための措置

土地の安定性の程度

環境保全のための措置

地下水位の変化の程度

環境保全のための措置

地下水流の変化の程度

地表面流出水量の変化の
程度

環境保全のための措置

日影の状況

環境保全のための措置

工事の施行中 環境保全のための措置

テレビ電波の遮へい障害
及び反射障害

環境保全のための措置

風環境の変化の程度

環境保全のための措置

景観の変化の程度

環境保全のための措置

利用経路への影響の程度

環境保全のための措置

機能の変化

機能の程度

環境保全のための措置

既設建築物解体に伴う
廃棄物の排出量

建設発生土の排出量

建設汚泥の排出量

建設廃棄物の排出量

環境保全のための措置

廃棄物の排出量

環境保全のための措置

温室効果ガスの排出量及
びその削減の程度

環境保全のための措置

土壌汚染 工事の施行中 環境保全のための措置

史跡・文化財 工事の施行中 環境保全のための措置

凡　例 ○ ：調査時点 ：継続調査 ：報告

：継続して調査し、原則として予測した事項及び予測条件の状況の
　調査終了後に報告するが、必要に応じて継続中にも報告を行う。

注） 事後調査計画書で計画していないが、変更届（平成27年7月提出）において工事終盤時の外構工事にジャイアントブレーカーを使用する計画となり、騒音・振動が大きくなることが予想されたため、影響把握のため現地調査を実施した（調査結果は資料編参照）。

温室効果ガス 工事の完了後

項
目
外

報告書提出時期

景　観 工事の完了後

自然との触れ合い
活動の場

工事の施行中

工事の完了後

廃棄物

工事の施行中

工事の完了後

日　影 工事の完了後

電波障害
工事の完了後

風環境 工事の完了後

地形・地質

工事の施行中

工事の完了後

水循環

工事の施行中

工事の完了後
事
後
調
査
工
程

大気汚染

工事の施行中

工事の完了後

騒音・振動

工事の施行中

工事の完了後

地　盤

工事の施行中

工事の完了後

外構工事

Ｂ
棟

仮設工事

解体工事

土 工 事

躯体工事

設備工事

仕上工事

外構工事

工
事
工
程

Ａ
棟

仮設工事

解体工事

土 工 事

躯体工事

設備工事

仕上工事

平成30年度（2018年度） 令和元年度（2019年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度）
年・月

平成25年度（2013年度） 平成26年度（2014年度） 平成27年度（2015年度） 平成28年度（2016年度） 平成29年度（2017年度）

工事の施行中その1(報告済) 工事の施行中その3（今回報告）工事の施行中その2（報告済）

東京スカイツリーからの地上

デジタル波の現地調査及び予

測・評価を行い、報告する。

工事の完了後その1 工事の完了後その2

注）



 

 




